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   （社）全国地質調査業協会連合会



  

  実施した取組内容と課題等について（１） 
 

   
 全地連が実施した取組内容と課題等を内容別に以下に整理した。取組内容の詳細
については、Ｐ９以降に別途取りまとめた。  

１．取組項目 

・市場創出型産業のための技術力確保と営業努力  市場創出型産業のための技術力確保と営業努力

  ・新規分野進出に資するための情報提供・制度見直し 

(1)実施した取組内容 (1)実施した取組内容

   新マーケット創出・提案型事業の導入 

(2)実施結果 (2)実施結果 

   平成19年度から今年度まで10の事業を実施し、その内のいくつかが発注者サ 

ド が  イドに採用されるなど、一定の成果が得られた。

 (3)課題と要望 

   実際のマーケットを創出するためには、業界団体の活動だけでは限界がある。 

   業界の取組を国土交通省内部等に紹介できる場を提供していただきたい。 
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  実施した取組内容と課題等について（２） 
 

   
２．取組項目 

・海外展開のための技術力確保と営業努力  ・海外展開のための技術力確保と営業努力 

  ・海外展開のための情報提供・トップセールス 

(1)実施した取組内容 (1)実施した取組内容

   ①「地質リスクマネージメント入門」を発行 

   ②JICA等との意見交換会の実施（コスト縮減に関する提案）   

 (2)実施結果 

   発行した図書は、関係機関等へ配布して、PR活動を実施した。関係機関等 

  との意見交換会については、現在日程を調整中である。 

 (3)課題と要望 

   海外への取組に関しては、「日本の地質調査業者が提供できるもの」と  

  いう視点で提案しているので、業界を活用していただきたい。 
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  実施した取組内容と課題等について（３） 
 

   
３．取組項目 

・技術力承継のための人材確保・育成 /・技術力確保のための人材育成・評価  ・技術力承継のための人材確保・育成 /・技術力確保のための人材育成・評価 

 (1)実施した取組内容 

①産学官連携による講習会の開催 ②技術フォ ラムの開催   ①産学官連携による講習会の開催  ②技術フォーラムの開催

   ③「現場技術の伝承」プロジェクトの実施 ③CPD制度への対応   

 (2)実施結果 

   計画どおり実施した。 

 (3)課題と要望 

   業界として危機意識を持ちながら事業を進めているが、「技術伝承」に対す 

  るインセンティブが不明確なことから、業界の内外含め十分に浸透していない。 

   若手技術者の養成は、将来的な観点からも重要な国家的課題となっている。 

  「技術の伝承」を受発注者間でインセンティブが働く方式（伝承記録で評価す 

る方法）などを導入することが必要である。
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  る方法）などを導入することが必要である。 

          例：オールコア採取オペレーターを単価で区別する等      



  

  実施した取組内容と課題等について（４） 
 

   
５．取組項目 

・経営戦略づくり  ・経営戦略づくり

 (1)実施した取組内容 

①「地質リスク に関する研究の継続と関係機関 のPR活動  ①「地質リスク」に関する研究の継続と関係機関へのPR活動

  ②地質技術顧問制度の提案 ③地盤情報の法制化への対応   

 (2)実施結果 

   計画どおり実施した。 

   次のステップとして、地質技術顧問制度の具体的な提案を行うために必要 

  な「地質リスクマネジメントガイドライン」の作成と地質技術顧問の契約形態 

  を整理し、具体的な提案を行うことを計画している。 

 (3)課題と要望 

   ・全地連は、地質リスク学会の創設に協力し、地質に関する事業リスクの 

重要性を主張してきた。行政側の積極的な取組を期待したい。
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    重要性を主張してきた。行政側の積極的な取組を期待したい。

    



  

  実施した取組内容と課題等について（４） 
 

   
   ・地質担当の行政官を置き、国土行政に地質（災害も含め）という観点を 

取り入れる必要があると思われる    取り入れる必要があると思われる。

   ・脆弱な国土で災害国の日本においては、地質リスクをきちんと評価する 

必要がある こうした観点から「地質技術顧問制度 の導入について    必要がある。こうした観点から「地質技術顧問制度」の導入について、 

    行政と一緒に検討を進めて行く必要がある。 
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  実施した取組内容と課題等について（５） 
 

   
６．取組項目 

・企業倫理・技術者倫理の醸成 / ・企業の社会的責任（CSR）の推進  ・企業倫理・技術者倫理の醸成 /  ・企業の社会的責任（CSR）の推進  

 (1)実施した取組内容 

①地域活性化委員会の活動について ②広報用ﾊﾟﾝﾌﾚ ﾄの作成と広報活動   ①地域活性化委員会の活動について ②広報用ﾊ ﾝﾌﾚｯﾄの作成と広報活動 

   ③ジオパークに関する活動 

   ④新Webサイト「地質情報ポータルサイト」の公開 

   ⑤「地質調査業者要覧」の発行計画 ⑥会員企業の取組事例（紹介） 

   ⑦全地連「倫理綱領」 

 (2)実施結果 

   計画どおり実施した。 

 (3)課題と要望 

   全地連は、地区協会と連携して発注機関（特に県、市町村）に対して登録 

制度の意義と活用について継続的にPR活動を実施しているが、国土交通省と
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  制度の意義と活用について継続的にPR活動を実施しているが、国土交通省と 

  しても更なるPR活動を実施していただきたい。 



  

  実施した取組内容と課題等について（６） 
 

   
東北関東大震災に関する全地連としての対応 

(1)実施した取組内容 (1)実施した取組内容

   ①ホームページによる広報活動（相談窓口、関連情報ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄの紹介） 

②対策本部の設置 地区協会との連携   ②対策本部の設置、地区協会との連携

   ③支援策の策定と実施 等     

 (2)課題と要望 

   以下について早急に検討する必要がある。 

   ・全国的な規模での災害協定の締結（実質的な運用方法、契約形態の整理と 

    運用を整理した上で） 

   ・業界をどのように活用するのかという具体的な施策と方針表明。 

     全地連としては、「地盤災害（内陸部の地震災害、液状化被害等）」という 震

  観点から地質調査業の果たす役割を整理して、今後の国土の復興に関した具体 

的な提案を行うこととしたい。
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  的な提案を行うこととしたい。   

      



  

  「取組項目」に関する全地連としての対応について 
 

   

  第Ⅰ部 実施内容 
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１．取組項目１．取組項目            ((社社))全国地質調査業協会連合会全国地質調査業協会連合会  

・・市場創出型産業のための技術力確保と営業努力市場創出型産業のための技術力確保と営業努力・・市場創出型産業のための技術力確保と営業努力市場創出型産業のための技術力確保と営業努力

・・新規分野進出に資するための情報提供・制度見直し新規分野進出に資するための情報提供・制度見直し新規分野進出 資するための情報提供 制度見直し新規分野進出 資するための情報提供 制度見直し
  
  内  容：高度な技術へのニーズ、新規分野への対応 

取組方針：業界内に潜在化している能力を引き出し、活用する 

     施策を講じる。 

＜取組内容＞＜取組内容＞ 

 新マーケット創出・提案型事業の導入 

  全地連では、需要創出に積極的に取り組む会員企業や企業 

グル プを支援するために 標記事業を平成19年度に創設し グループを支援するために、標記事業を平成19年度に創設し 

 現在まで活動を展開しています。 
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展

 



  

  （１）これまでの実施事業一覧（１）これまでの実施事業一覧  
 

  ＜平成19年度＞ 

①大都市直 伏在断層 関する合 究調査事業 参加企業数 社    ①大都市直下の伏在断層に関する合同研究調査事業（参加企業数：６社）

    ②共生型地下水技術活用研究事業（参加企業数：１３社） 

③グランドアンカ 工のアセ トマネ ジメントに関する事業（参加企業数 ９社）    ③グランドアンカー工のアセットマネージメントに関する事業（参加企業数：９社） 

  ＜平成20年度＞ 

④土工工事の危険度に応じた安全管理方法の目安作成    ④土工工事の危険度に応じた安全管理方法の目安作成

            土工工事安全監視マニュアル（案） 」事業（参加企業数：１社） 

⑤自動孔内水平載荷試験の応用活用による    ⑤自動孔内水平載荷試験の応用活用による

            新マーケット創出・提案型事業（参加企業数：１８社） 

⑥CM方式事業（参加企業数：７社）    ⑥CM方式事業（参加企業数：７社）

  ＜平成21年度＞ 

⑦（平成21年度）CM方式事業 その２（参加企業数：７社）    ⑦（平成21年度）CM方式事業 その２（参加企業数：７社）

    ⑧超簡易型ボアホールカメラの普及・活用事業（参加企業数：１０社） 

    ⑨地質情報を用いた新しい情報提供モデルの検討（参加企業数：２社）
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⑨

  ＜平成22年度＞ 

          ⑩汎用型ボアホールカメラの普及と地質調査の標準化（参加企業数：１０社） 



 

  グランドアンカー工のアセットマネージメントに関する事業（平成19年度事業③） 

（２）平成（２）平成2222年度の主な事業成果例（その１）年度の主な事業成果例（その１）  

 

 
平成22年度 一部発注者で採用開始。 
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（３）平成（３）平成2222年度の主な事業成果例（その２）年度の主な事業成果例（その２）  

 

土工工事の危険度に応じた安全管理方法の目安作成 

 「土工工事安全監視マニュアル（案） 」 

         （平成20年度開始事業④） 

  

独立行政法人労働安全衛生総合研究所の  独立行政法人労働安全衛生総合研究所の

 全面的な支援を受け、「施工業者のための 

 斜面崩壊による労働災害防止ガイドブック」 

 を作成し、公表（平成22年度）。 

  斜面災害防止策の１つとして、地質調査技 

術者 活用が期待され る 術者の活用が期待されている。

 

※安全監視に当って地質技術者の活用が明記される。※安全監視に当って地質技術者の活用が明記される。

※施工時モニタリング機器の設置と監視も明記される。 
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２．取組項目２．取組項目            ((社社))全国地質調査業協会連合会全国地質調査業協会連合会  

・・海外展開のための技術力確保と営業努力海外展開のための技術力確保と営業努力・・海外展開のための技術力確保と営業努力海外展開のための技術力確保と営業努力

・・海外展開のための情報提供・トップセールス海外展開のための情報提供・トップセールス海外展開のための情報提供 トッ ル海外展開のための情報提供 トッ ル
  
  内  容：海外ニーズへの対応 

取組方針：現状を把握し、地質調査業としての方向性を示す。 

現  状：海外事業の受注状況（過去３年間と22年度動向） 
単位：千円 

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度       

 

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

      第３四半期 

598,167 419,149 431,476 86,055

 

＜取組内容＞

＊全地連受注動向調査より（１５０社対象） 

 こうした状況から具体的に下記の取組みを開始している。 

＜取組内容＞ 

 ①「地質リスクマネージメント入門」を発行
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①

 ②JICA等との意見交換会の実施（コスト縮減に関する提案） 



「地質リスクマネージメント入門」を発行「地質リスクマネージメント入門」を発行  

 

  本書は、(社)全国地質調査業協会連合会に 

設置した「地質リスクワーキンググループ」 

の研究成果と米国土木学会から2007年に出版の研究成果と米国土木学会から2007年に出版

されたジオテクニカル・ベースライン・レポ 

ートの翻訳版を収めたものです。 

 

 

＜ジオテク カル ベ スライン レポ トとは？＜ジオテクニカル・ベースライン・レポートとは？

（第４章より）＞ 

Geotechnical Baseline Report（以下GBRと略す）は、p （以 略す） 、

このような地質リスクを発注者と請負者が分担する 

ルールを定めて契約に明記するためのツールとして 

欧米・アジア(一部）で用いられているものである。 
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３．取組項目３．取組項目            ((社社))全国地質調査業協会連合会全国地質調査業協会連合会  

・・技術力承継のための人材確保 育成技術力承継のための人材確保 育成・・技術力承継のための人材確保・育成技術力承継のための人材確保・育成

・・技術力確保のための人材育成・評価技術力確保のための人材育成・評価技術力確保のための人材育成 評価技術力確保のための人材育成 評価
  
  内  容：技術力の確保・向上 

取組方針：関係機関及び地区協会と連携して、全国規模の 

     活動を展開する。 

＜取組内容＞＜取組内容＞ 

 ①産学官連携による講習会の開催 

 ②技術フォーラムの開催 

③「現場技術の伝承」プロジ クトの実施 ③「現場技術の伝承」プロジェクトの実施

 ④CPD制度への対応
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④

  



（１）講習会と技術フォーラムの開催（１）講習会と技術フォーラムの開催  

①産学官連携による講習会の開催 

今年で３年目。（独）土木研究所と一般社団法人日本応用地質学会の共催で開催。 

１０月～１１月に全国３会場（札幌・新潟・広島）で開催。月 月に全国３会場（札幌 新潟 広島）で開催。

②技術フォーラムの那覇市での開催 

第21回「技術フォーラム2010（那覇）」の開催 

若手技術者の技術発表会を中心に開催 

沖縄県地質調査業協会、沖縄県、沖縄総合開発局の協力で開催 

全国から約400名、発表編数約100編。土研・産総研からの発表も含む 
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（２）（２）③③「現場技術の伝承」プロジェクトの実施「現場技術の伝承」プロジェクトの実施  

 プロジェクトの目的：地質調査技術を中心とした技術の伝承の促進 

実施方針 全地連と各地区協会の連携で実施      実施方針：全地連と各地区協会の連携で実施

  平成22年度の活動：  以下の通り、全国で実施。 

北海道地質調査業協会 「ボーリング調査技術講習会」  北海道地質調査業協会 「ボーリング調査技術講習会」

  東北地質調査業協会  「現場技術者と地質調査技術者の交流会」 

北陸地質調査業協会 「北陸技術フォーラム」  北陸地質調査業協会  「北陸技術フォ ラム」 

  関東地質調査業協会  「地質調査技師長が語る地質工学余話シリーズ」 

中部地質調査業協会 「現場技術研修会、中部ミニフォーラム2010」  中部地質調査業協会  現場技術研修会、中部ミ フォ ラム2010」

  関西地質調査業協会  「ボーリングマシン運転操作講習会」 

             「技術講習会：地震災害」震

  中国地質調査業協会  「現場技術のスペシャリストのノウハウを伝承する 講習会」 

  四国地質調査業協会  「掘削技術の向上 講習会」「ボーリング現場での泥水技術、 

              孔内トラブルの事例と対策 講習会」 

  九州地質調査業協会  「熟練技術者から若手技術者への技術の伝承 講習会」 
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  沖縄県地質調査業協会 「ボーリングマシンの運転業務に係る特別教育」 

 



（３）（３）  ④④CPDCPD制度への対応制度への対応 

  ジオ･スクーリングネットの運用について 

土質 地質技術者の生涯学習ネ ト（ジオ スク リングネ ト）を継続運用   土質・地質技術者の生涯学習ネット（ジオ･スクーリングネット）を継続運用。

  22年度は、獲得したCPDポイントを自己学習管理画面で記録し、その内容に応じて証明書発行機能等
使い勝手の良い機能に改善運用しています。 

 

受講証 書 録証 書が 機能 だ ま
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  ＊受講証明書、CPD記録証明書が画面上から印刷機能で出力していただけま

    す。ご利用者の負担を軽減するため、いずれも無料で発行しています。 



  
５．取組項目５．取組項目            ((社社))全国地質調査業協会連合会全国地質調査業協会連合会  
・経営戦略づくり・経営戦略づくり  
  

内  容：経営資源を踏まえた、業としての経営戦略 

取組方針：関係機関と連携して、全国規模の活動を展開する。

＜取組内容＞＜取組内容＞ 

 ① 「地質リスク」に関する研究の継続と関係機関 

                     へのPR活動 

②地質技術顧問制度の提案 ②地質技術顧問制度の提案

 ③地盤情報の法制化への対応 
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（１）①（１）①  「地質リスク」に関する研究の継続と「地質リスク」に関する研究の継続と  
関係機関への関係機関へのPRPR活動活動

 「地質リスク」に関する研究活動は、5年目。 

地質に関する事業リスクマネージメントがコスト構造改革の上で重要な要素という観点で推進。

                          関係機関への関係機関へのPRPR活動活動  

  地質に関する事業リスクマネ ジメントがコスト構造改革の上で重要な要素という観点で推進。 

  活動スタンスは、発注機関、学会、研究機関との共同的研究。 

  ○地質リスク学会の設立（平成22年１月） 

    ネット上のバーチャル学会として設立し活動を開始 

 第１回「地質リスクマネジメント事例研究発表会」を開催。 

  開催日：平成２２年９月２４日（金）開催場所：東京 

  共催：地質リスク学会 /  (社)全国地質調査業協会連合会   

後援：国土交通省国土技術政策総合研究所  後援：国土交通省国土技術政策総合研究所

  協賛：独立行政法人土木研究所、独立行政法人港湾空港技術研究所 

    独立行政法人産業技術総合研究所、社団法人地盤工学会関東支部、 

    一般社団法人日本応用地質学会 

    事例研究発表論文１８編、参加者２５５名 

  ＊当日の資料（プログラム、講演論文集）は、地質リスク学会 

   のホームページに掲載。 
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   地質リスク学会ホームページのURL⇒http://www.georisk.jp/



（２）②地質技術顧問制度の提案に向けた活動（２）②地質技術顧問制度の提案に向けた活動 

 現状の問題点 

インフラ整備を取り巻く地質リスク要因（複雑な地質 地震 豪雨など）が多い  ・インフラ整備を取り巻く地質リスク要因（複雑な地質、地震・豪雨など）が多い。

  ・発注者側に地質技術者が極めて少なく地質リスクを判断できないため、設計・施工 

   の手戻りがあり工事費の増大を招くことがある。の手戻り あり 事費の増大を招く ある。

  ・計画～維持管理段階における調査リスクについて常時相談できる地質技術者がいない。 

 

登録 開 検討例 提案に向けた活動 

   ○地質技術顧問制度の段階的導入方策の検討。 

・試行業務の検討例

登録公開システム検討例

   ・試行業務の検討例

    地質アドバイザリー業務を発注者支援として 

   試行発注し、計画段階から維持管理まで幅広く 

   活用していただき、効果を確認する。 

   ○地質顧問人材の検討 

   ・地質技術顧問の登録と公開システム開発。

   ・人材育成並びに成果品質ガイドライン設定。 

○今後の検討項目
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   ○今後の検討項目 

   ・契約発注方式の検討  

 



（３）③地盤情報の法制化への対応（３）③地盤情報の法制化への対応 

 現在、日本学術会議「地球惑星科学委員会企画分科会」において地質地盤情報共有化に関する検討が 

 行われており、平成２３年中に提案書が正式に発表される予定。 

   

 全地連は、これまで、法制化に向けた各機関との意見交換、検討に積極的に参画。 

1日も早い地盤情報の法制化に向けて この活動をバックアップすることで対応しています 1日も早い地盤情報の法制化に向けて、この活動をバックアップすることで対応しています。

 

要旨概要（案） 

 日本は四方を海に囲まれ世界有数の変動帯に位置する。このような地質条件の中、自然との共生を図り、 

防災・資源・環境に関わる社会的な課題を解決することが日本社会の安全・安心かつ持続的な発展につな 

が 実態を良 盤 実態 あ 盤情報 整備 有効がる。そのためには国土の実態を良く知り、地下の地質と地盤の実態である地質地盤情報の整備と有効利 

用が重要である。ここでいう地質地盤情報とは、地球を構成する岩石、鉱物、地層、地下水等にかかわる 

多様な情報のことで、地質学的・地球物理学的・地球科学的・地盤工学的情報を含み、防災施策、資源探多様な情報のことで、地質学的 地球物理学的 地球科学的 地盤工学的情報を含み、防災施策、資源探 

査・開発、土木・建築事業、環境評価・保全、学術研究、観光資源・地域振興のために必須のものである。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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６．取組項目６．取組項目            ((社社))全国地質調査業協会連合会全国地質調査業協会連合会  

・・企業倫理 技術者倫理の醸成企業倫理 技術者倫理の醸成・・企業倫理・技術者倫理の醸成企業倫理・技術者倫理の醸成

・・企業の社会的責任（企業の社会的責任（CSRCSR）の推進）の推進  企業の社会的責任（企業の社会的責任（ ）の推進）の推進
  
  ＜取組内容＞ 容

 ①“地域活性化委員会”の活動について 

 ②広報用パンフレットの作成と広報活動 

③ジオパークに関する活動 ③ジオパ クに関する活動

 ④新Webサイト「地質情報ポータルサイト」の公開 

 ⑤「地質調査業者要覧」の発行計画 

⑥会員企業 取組事例（紹介） ⑥会員企業の取組事例（紹介）

⑦全地連「倫理綱領」
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 ⑦全地連 倫理綱領」



（１）①“地域活性化委員会”の活動（１）①“地域活性化委員会”の活動  
今年度、以下の３つの資料を作成整備しました。 

①提言書「地質調査を効果的に実施するための提案－地域の活性化を図るために－」 

②PR用資料（パンフレット） 

③全地連倫理綱領 

これらをもとに 全地連・各地区協会・各県協会が一丸となって関係機関に対して一斉にPR活動を行い これらをもとに、全地連 各地区協会 各県協会が 丸となって関係機関に対して 斉にPR活動を行い 

ました。 
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②広報用パンフレ トの作成と広報活動

（２）（２）  ②広報用パンフレットの作成とジオパークに関する活動②広報用パンフレットの作成とジオパークに関する活動  

②広報用パンフレットの作成と広報活動

  ・広報用パンフレット第３弾「日本ってどんな国 火山大国 その脅威と恵み」の作成とPR配布活動。
（資料は、全地連のホームページで一般公開） 

③ジオパークに関する活動 

  日本では4地域（洞爺 湖有珠山、、島原半島、山陰海岸）がジオパーク既に認定 

  ※ジオパーク･･･ユネスコが認定。日本の推薦母体は日本ジオパーク委員会。 

   ユネスコは継続的な地域振興を要求。 

   今年度全地連は、NPO地質情報整備活用機構と連携し、ジオパークをマネジメントす
るための指針として オーム社より「ジオパーク・マネジメント入門」を発行。 
今後もジオパーク構想の発展拡大に関与していく。 
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（３）④新（３）④新WebWebサイト「地質情報ポータルサイト」の公開サイト「地質情報ポータルサイト」の公開 

 今年度一般の方々へのお役立ち情報を更に充実した掲載したホームページに。

    http://www.web-gis.jp/ 

＜全地連PR用ホームページ「地質情報ポータルサイト」のトップ画面＞＜全地連PR用ホ ムペ ジ「地質情報ポ タルサイト」のトップ画面＞
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（４）⑤「地質調査業者要覧」の発行計画（４）⑤「地質調査業者要覧」の発行計画  

 平成23年5月の公開を目指して現在準備中。 

  名  称：『Web版地質調査業者要覧』 

  公開方法：Webにより無償公開を予定。 

  内容 ○基本データ 

国土交通省がホ ムペ ジ上で公開している地質調査業登録業者 覧（平成22年4月       国土交通省がホームページ上で公開している地質調査業登録業者一覧（平成22年4月

      1日版）のデータ。 

     ○『Web版地質調査業者要覧』を試験公開中。版 質調 者要覧』 試験 開 。

      URLは次のとおりです。⇒ http://www.web-gis.jp/geolist/a.html 
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（５）⑥会員企業の取組事例（紹介）その１（５）⑥会員企業の取組事例（紹介）その１  

  ＜事例１ 北海道 H社＞ 

・札幌市内全域の地盤の硬さなどが分かる「札幌地盤図」を作り 市や中   ・札幌市内全域の地盤の硬さなどが分かる「札幌地盤図」を作り、市や中  

    学校に寄贈した。防災や土質の勉強に役立つため、希望する町内会など 

にも無料で配布している    にも無料で配布している。

  ＜事例２ 東京都 O社＞ 

   ・幻冬舎より「それでもピサの斜塔は倒れない」を発行。自然災害や地盤  

    のことを理解していただくため、分かりやすい内容としている。とりわ 

    け、中高生の若い世代が地質に興味を持ち、多くの方が「環境や防災」 

    の分野に進んでくれることを願っている。 

   ・「自ら宣言し、責任を果し、信頼されよう！」 

    当社は、職員が運転する車両に、「安全宣言車」と「社名+氏名」の

    ステッカーを掲示することを、今年の６月から全社一斉に開始した。 

この安全活動は 当社の九州支社が自主的に始め その後全社に水平
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    この安全活動は、当社の九州支社が自主的に始め、その後全社に水平 

    展開したものである。  



（６）⑥会員企業の取組事例（紹介）その２（６）⑥会員企業の取組事例（紹介）その２  

  ＜事例３ 北海道 H社＞ 

年 渡り 本 タ プ 協会を通じ 発展途上国 恵ま   ・13年に渡りＮＧＯ日本フォスタープラン協会を通じて発展途上国の恵ま 

    れない子どもたちへ援助を行っています。これまでに11ヶ国11名の子ど  

    もたちに援助を行い、６名が卒業し、現在は５名の子どもたちと交流を 

    続けている。 

 

   ＜事例４ 高知県 S社＞ 

   ・会社が創立５０周年を迎えるのを期に、南海地震が発生した際に課題と 

なる水の確保のために、井戸（手押しポンプ型）を５０本掘り、高知県    なる水の確保のために、井戸（手押しポンプ型）を５０本掘り、高知県 

    に寄贈した。  

 

 ＊詳細は、全地連のホームページで紹介しています。 
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（７）⑦全地連「倫理綱領」（７）⑦全地連「倫理綱領」                      

 私たち社団法人全国地質調査業協会連合会に所属する会員企業は，地質調査業 

が地質 土質 地盤 地 水など 主とし 地中 視なるも を対象とし が地質，土質，地盤，地下水など，主として地中の不可視なるものを対象とし， 

 かつ，技術情報という無体物を成果品とする知識産業であることを自覚し，優 

 れた専門技術をもって，顧客の要望に応えるとともに，地質調査業の職業上の 

 地位並びに社会的な評価の向上に努めます。このため，私たちは，次の諸事項 

 を行動の指針といたします。 

１ 社会的な責任を果たすために 

 １) 社会的使命の達成 私たちは，業務を誠実に実施することにより，国土の保全 

と調和ある開発に寄与し，その社会的使命を果たします。  と調和ある開発に寄与し，その社会的使命を果たします。

       以下省略 

＊詳細は 全地連のホームページで紹介しています＊詳細は、全地連のホ ムペ ジで紹介しています。
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